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1. 目的と業務内容 

1.1 目的 

国連気候変動枠組条約（以下「UNFCCC」という。）第 21 回締約国会議（以下「COP21」と

いう。）において、すべての国が参加する公平で実効的な 2020 年以降の枠組みとしてパリ協定が

採択された。我が国は、COP21 に先駆けて、国内の排出削減・吸収量の確保により、2030 年度

に 2013 年度比で総排出量を 26％削減することとした「日本の約束草案」を決定しており、これ

を踏まえ「地球温暖化対策計画」（平成 28 年５月 13 日閣議決定）が取りまとめられた。 

家庭部門においては、2030 年度に 2013 年度比で約４割削減する見通しを立てていることから、

効果的な削減対策の実施が喫緊の課題となっている。 

多くの諸外国では家庭部門の各種データを統計調査として整備している一方、我が国では家庭

部門の CO2排出実態やエネルギー消費実態等の詳細な基礎データの把握が不十分である。このた

め、今後の削減対策の検討や削減効果の検証等のために、早急に統計調査を整備する必要がある。

また、UNFCCC により温室効果ガス排出・吸収目録（以下「インベントリ」という。）の毎年の

提出及びインベントリの精緻化が求められており、国際的に約束した削減目標について、精緻な

達成評価をするためにも重要である。 

これまで、平成 22 年度から政府統計の整備に向けた検討を開始し、24～25 年度に統計法に基

づく政府の一般統計調査「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査試験調査」（以下「試

験調査」という。）を実施し、また、26～27 年度には、全国 10 地方の計 15,000 世帯以上を対象

として、調査員調査とインターネット・モニター調査（以下「IM 調査」という。）による「家庭

からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査全国試験調査」（以下「全国試験調査」という。）

を実施した。 

本業務は、試験調査及び全国試験調査で得られた知見をもとに最終的な設計を行った一般統計

等調査「家庭部門の CO2排出実態統計調査」（平成 28 年 11 月４日付総務省承認、令和２年 9 月

26 日総務省変更承認）（以下「家庭 CO2統計」という。）の調査員調査を令和３年度に実施するこ

とを目的とするものである。 

なお、令和３年度の家庭 CO2統計調査に係る業務には準備、実査、集計・分析・公表等があり、

これらの実施には３年間を要することから、本業務は令和２年度～令和４年度の３か年度にかけ

て行う。今年度は１年度目の業務で、調査の準備業務を実施する。 

 

1.2 業務内容 

(1) 家庭 CO2統計令和３年度調査（調査員調査）の準備 

家庭 CO2統計の令和３年度調査の調査員調査について、全国 6,500 世帯を対象とし、令和３年

４月から令和４年３月までの１年間、電気・ガス・灯油等の使用量や属性事項等を調査する。 

調査は統計法に基づく政府の伊大庵統計調査として承認を受けた内容に基づき実施する。 

令和２年度は、調査地点の抽出、調査世帯名簿の作成、調査世帯への協力要請、調査票等調査

資材の印刷・配布、回答者負担の軽減等を目的とするインターネットで回答（オンライン回答）
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を行う画面の作成等の調査の準備を行う。なお、回収率の向上に向け、調査員調査の調査票の配

布は調査員の訪問により行う等の取り組みを実施する。調査の実施に向けて合理化・効率化の観

点から課題の整理を行い、改善の検討を行うものとする。 

なお、本委託業務の実施に当たっては、統計法及び関係法令等を遵守して実施するとともに、調

査票情報等のデータについては適切に管理を行い、環境省での保管が必要なデータについては適

切な時期に提供する。 

(2) 家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた検討 

統計の利用が期待される都内に在住する主体（地方公共団体、企業、団体、研究者等）に対す

るヒアリング（１人当たり２時間、のべ５人程度を想定）を行い、調査事項や集計事項に関する

意見の収集等により、統計調査の活用促進及び改善のためのニーズの把握を行う。ヒアリングに

ついては、謝金（１時間当たり 7,900 円）を支給するものとする。また、ヒアリングの実施に際

して、旅費（研究者・大学教授等の有識者３～６級相当、日帰り、県内平均（東京―八王子間）

を想定）が生じる場合は、国家公務員などの旅費に関する法律（受託者の内部規則がある場合は

当該規則）に従い至急するものとする。 

その他、必要に応じて、家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた取り組みを実施する。 
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2. 家庭 CO2統計令和２年度調査（調査員調査）の準備 

2.1 調査の準備状況 

 

表 2.1.1 調査員調査準備スケジュール 

 令和 2 年 令和 3 年 

 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

住民基本台帳による抽出  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■           

オンライン回答画面の作成        ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■   

調査物品の準備         ■ ■ ■ ■ ■      

調査協力依頼状の送付               ■    

調査員への指示集会                ■ ■ ■ 

調査員による調査協力依頼                ■ ■ ■ 

 

(1) 住民基本台帳による抽出 

1） 地点抽出 

令和 2 度調査と同様に、調査世帯数は全国計で 6,500 世帯とし、地方 10 層、都市階級 3 層を

設定した。都市階級の層化には「平成 27 年国勢調査」（総務省統計局）の世帯数を用いた。 

 

【地方の層化】 

・北海道：北海道 

・東北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

・関東甲信：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県 

・北陸：新潟県、富山県、石川県、福井県 

・東海：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

・近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

・中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

・四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

・九州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

・沖縄：沖縄県 

【都市階級の層化】 

・都道府県庁所在市（東京都は区部）及び政令指定都市 

・人口 5 万人以上の市 

・人口 5 万人未満の市及び町村 

 

なお、実査効率性の観点から 1 調査地点あたりの調査世帯数を 20 世帯と設定し、全国計で 325

地点を設定した。 
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表 2.1.2 地方別都市階級別調査世帯数（住民基本台帳からの選定による調査） 

地方 都市階級① 都市階級② 都市階級③ 合計 

北海道 220(11) 200(10) 140(7) 560(28) 
東北 200(10) 240(12) 160(8) 600(30) 

関東甲信 500(25) 520(26) 80(4) 1,100(55) 
北陸 220(11) 220(11) 120(6) 560(28) 
東海 220(11) 360(18) 80(4) 660(33) 
近畿 300(15) 380(19) 60(3) 740(37) 
中国 200(10) 260(13) 120(6) 580(29) 
四国 220(11) 140(7) 180(9) 540(27) 
九州 300(15) 200(10) 160(8) 660(33) 
沖縄 120(6) 240(12) 140(7) 500(25) 

全国計 2,500(125) 2,760(138) 1,240(62) 6,500(325) 

※ 括弧内の数値は調査地点数を表す。 

 

「平成 27 年国勢調査 小地域集計表」（総務省統計）の町丁目ごとの世帯数から抽出確率を設

定し、30 層ごとに等間隔抽出法を用いて地点抽出を行った。その結果、以下の 325 地点を令和３

年度調査の対象地点として選定した。なお表 2.1.3～表 2.1.5 は、同一市区町村から複数選定され

ている場合、一つの市区町村としているため、300 自治体を掲載している。 
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表 2.1.3 抽出地点（1/3） 

 

Code 都道府県名 市区町村名 Code 都道府県名 市区町村名

01 北海道 札幌市中央区 07 福島県 郡山市

01 北海道 札幌市北区 07 福島県 いわき市

01 北海道 札幌市東区 07 福島県 白河市

01 北海道 札幌市白石区 07 福島県 本宮市

01 北海道 札幌市豊平区 08 茨城県 日立市

01 北海道 札幌市南区 08 茨城県 取手市

01 北海道 札幌市西区 08 茨城県 常陸大宮市

01 北海道 札幌市厚別区 08 茨城県 小美玉市

01 北海道 札幌市清田区 09 栃木県 宇都宮市

01 北海道 函館市 09 栃木県 大田原市

01 北海道 小樽市 10 群馬県 太田市

01 北海道 旭川市 10 群馬県 甘楽郡甘楽町

01 北海道 釧路市 11 埼玉県 さいたま市北区

01 北海道 帯広市 11 埼玉県 さいたま市南区

01 北海道 北見市 11 埼玉県 熊谷市

01 北海道 留萌市 11 埼玉県 所沢市

01 北海道 苫小牧市 11 埼玉県 春日部市

01 北海道 江別市 11 埼玉県 草加市

01 北海道 滝川市 11 埼玉県 朝霞市

01 北海道 恵庭市 11 埼玉県 三郷市

01 北海道 北斗市 12 千葉県 千葉市若葉区

01 北海道 虻田郡倶知安町 12 千葉県 市川市

01 北海道 雨竜郡幌加内町 12 千葉県 船橋市

01 北海道 勇払郡安平町 12 千葉県 野田市

01 北海道 中川郡幕別町 12 千葉県 柏市

02 青森県 青森市 12 千葉県 八千代市

02 青森県 弘前市 12 千葉県 白井市

02 青森県 八戸市 12 千葉県 匝瑳市

02 青森県 黒石市 13 東京都 港区

02 青森県 上北郡おいらせ町 13 東京都 文京区

03 岩手県 盛岡市 13 東京都 江東区

03 岩手県 宮古市 13 東京都 目黒区

03 岩手県 八幡平市 13 東京都 大田区

03 岩手県 奥州市 13 東京都 世田谷区

04 宮城県 仙台市青葉区 13 東京都 渋谷区

04 宮城県 仙台市宮城野区 13 東京都 杉並区

04 宮城県 仙台市太白区 13 東京都 北区

04 宮城県 仙台市泉区 13 東京都 板橋区

04 宮城県 塩竈市 13 東京都 練馬区

04 宮城県 岩沼市 13 東京都 足立区

04 宮城県 登米市 13 東京都 江戸川区

04 宮城県 加美郡加美町 13 東京都 立川市

05 秋田県 秋田市 13 東京都 府中市

05 秋田県 横手市 13 東京都 小金井市

05 秋田県 山本郡三種町 13 東京都 国立市

06 山形県 山形市 13 東京都 あきる野市

06 山形県 米沢市 14 神奈川県 横浜市鶴見区

06 山形県 天童市 14 神奈川県 横浜市保土ケ谷区

06 山形県 東村山郡中山町 14 神奈川県 横浜市港北区

07 福島県 福島市 14 神奈川県 横浜市緑区
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表 2.1.4 抽出地点（2/3） 

 

Code 都道府県名 市区町村名 Code 都道府県名 市区町村名

14 神奈川県 横浜市都筑区 23 愛知県 名古屋市港区

14 神奈川県 川崎市中原区 23 愛知県 名古屋市緑区

14 神奈川県 川崎市麻生区 23 愛知県 名古屋市天白区

14 神奈川県 平塚市 23 愛知県 豊橋市

14 神奈川県 茅ヶ崎市 23 愛知県 岡崎市

14 神奈川県 大和市 23 愛知県 瀬戸市

15 新潟県 新潟市東区 23 愛知県 春日井市

15 新潟県 新潟市中央区 23 愛知県 刈谷市

15 新潟県 新潟市江南区 23 愛知県 安城市

15 新潟県 新潟市西区 23 愛知県 犬山市

15 新潟県 新潟市西蒲区 23 愛知県 新城市

15 新潟県 長岡市 23 愛知県 東海市

15 新潟県 柏崎市 23 愛知県 豊明市

15 新潟県 十日町市 23 愛知県 あま市

15 新潟県 妙高市 23 愛知県 知多郡武豊町

15 新潟県 五泉市 24 三重県 伊勢市

15 新潟県 上越市 24 三重県 鈴鹿市

16 富山県 富山市 25 滋賀県 大津市

16 富山県 高岡市 25 滋賀県 彦根市

16 富山県 魚津市 25 滋賀県 湖南市

16 富山県 砺波市 25 滋賀県 蒲生郡日野町

16 富山県 射水市 26 京都府 京都市左京区

17 石川県 金沢市 26 京都府 京都市右京区

17 石川県 小松市 26 京都府 京都市山科区

17 石川県 かほく市 26 京都府 亀岡市

17 石川県 白山市 27 大阪府 大阪市西区

17 石川県 鳳珠郡穴水町 27 大阪府 大阪市東淀川区

18 福井県 福井市 27 大阪府 大阪市城東区

18 福井県 鯖江市 27 大阪府 大阪市東住吉区

18 福井県 坂井市 27 大阪府 大阪市住之江区

18 福井県 三方郡美浜町 27 大阪府 大阪市中央区

19 山梨県 甲府市 27 大阪府 堺市南区

19 山梨県 北杜市 27 大阪府 岸和田市

20 長野県 松本市 27 大阪府 池田市

21 岐阜県 岐阜市 27 大阪府 高槻市

21 岐阜県 大垣市 27 大阪府 枚方市

21 岐阜県 羽島市 27 大阪府 茨木市

21 岐阜県 山県市 27 大阪府 寝屋川市

22 静岡県 静岡市葵区 27 大阪府 和泉市

22 静岡県 静岡市清水区 27 大阪府 門真市

22 静岡県 浜松市中区 27 大阪府 東大阪市

22 静岡県 浜松市北区 28 兵庫県 神戸市灘区

22 静岡県 沼津市 28 兵庫県 神戸市須磨区

22 静岡県 熱海市 28 兵庫県 神戸市中央区

22 静岡県 伊東市 28 兵庫県 姫路市

22 静岡県 磐田市 28 兵庫県 尼崎市

22 静岡県 御殿場市 28 兵庫県 明石市

23 愛知県 名古屋市北区 28 兵庫県 西宮市

23 愛知県 名古屋市中村区 28 兵庫県 加古川市

23 愛知県 名古屋市瑞穂区 28 兵庫県 川西市
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表 2.1.5 抽出地点（3/3） 

 

  

Code 都道府県名 市区町村名 Code 都道府県名 市区町村名

28 兵庫県 加西市 39 高知県 香南市

29 奈良県 奈良市 39 高知県 高岡郡四万十町

29 奈良県 桜井市 40 福岡県 北九州市戸畑区

29 奈良県 生駒郡平群町 40 福岡県 北九州市小倉南区

31 鳥取県 東伯郡琴浦町 40 福岡県 福岡市東区

32 島根県 松江市 40 福岡県 福岡市博多区

32 島根県 浜田市 40 福岡県 福岡市中央区

32 島根県 雲南市 40 福岡県 福岡市南区

33 岡山県 岡山市北区 40 福岡県 福岡市城南区

33 岡山県 岡山市中区 40 福岡県 大牟田市

33 岡山県 岡山市南区 40 福岡県 直方市

33 岡山県 倉敷市 40 福岡県 田川市

33 岡山県 笠岡市 40 福岡県 筑紫野市

33 岡山県 瀬戸内市 40 福岡県 太宰府市

33 岡山県 加賀郡吉備中央町 40 福岡県 糟屋郡志免町

34 広島県 広島市中区 40 福岡県 京都郡みやこ町

34 広島県 広島市南区 41 佐賀県 佐賀市

34 広島県 広島市西区 41 佐賀県 鳥栖市

34 広島県 広島市安佐南区 42 長崎県 長崎市

34 広島県 広島市佐伯区 42 長崎県 諫早市

34 広島県 呉市 42 長崎県 松浦市

34 広島県 尾道市 43 熊本県 熊本市中央区

34 広島県 福山市 43 熊本県 熊本市南区

34 広島県 三次市 43 熊本県 玉名市

34 広島県 廿日市市 43 熊本県 菊池市

34 広島県 安芸郡府中町 43 熊本県 球磨郡あさぎり町

35 山口県 下関市 44 大分県 大分市

35 山口県 宇部市 44 大分県 中津市

35 山口県 山口市 45 宮崎県 宮崎市

35 山口県 岩国市 45 宮崎県 都城市

35 山口県 柳井市 45 宮崎県 北諸県郡三股町

35 山口県 山陽小野田市 46 鹿児島県 鹿児島市

36 徳島県 徳島市 46 鹿児島県 出水市

36 徳島県 鳴門市 46 鹿児島県 南さつま市

36 徳島県 美馬市 47 沖縄県 那覇市

36 徳島県 板野郡北島町 47 沖縄県 宜野湾市

37 香川県 高松市 47 沖縄県 石垣市

37 香川県 丸亀市 47 沖縄県 浦添市

37 香川県 観音寺市 47 沖縄県 名護市

37 香川県 東かがわ市 47 沖縄県 糸満市

37 香川県 三豊市 47 沖縄県 沖縄市

37 香川県 仲多度郡多度津町 47 沖縄県 豊見城市

38 愛媛県 松山市 47 沖縄県 うるま市

38 愛媛県 今治市 47 沖縄県 宮古島市

38 愛媛県 新居浜市 47 沖縄県 南城市

38 愛媛県 西条市 47 沖縄県 国頭郡金武町

38 愛媛県 西予市 47 沖縄県 中頭郡嘉手納町

38 愛媛県 喜多郡内子町 47 沖縄県 中頭郡中城村

39 高知県 高知市 47 沖縄県 島尻郡与那原町

39 高知県 土佐市 47 沖縄県 島尻郡八重瀬町
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2） 地点抽出 

1 地点あたり 60 世帯の対象世帯名簿を、対象地点の含まれる市区町村の住民基本台帳を用いて

等間隔抽出法により作成した。その際、選定された対象世帯の世帯主がわかる場合は、世帯主を

対象世帯名簿に記載するよう留意した。 

 

(2) オンライン回答画面の作成 

対象世帯が調査票への記入により回答する他、インターネットでも回答できるよう、オンライ

ン回答画面を作成した。対象世帯にとっては投函の必要がないことから、労力を軽減することが

でき、回収率の向上につながる。 

なお、オンライン回答画面では、他の対象世帯の回答画面にて回答されないよう、対象世帯ご

とに ID とパスワードを発行した。 

 

 

図 2.1.1 ID とパスワード入力画面 
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(3) 調査物品の準備 

令和 3 年 4 月からの調査開始に向け、調査員が配布する調査票等の調査物品の原稿の作成及び

印刷を行った。まず、調査員稼働により令和 3 年 3 月に調査協力依頼活動を行った。 

家庭 CO2統計は、原則として 12 ヶ月分の調査票（エネルギー使用量調査票）と属性調査票（夏

季票、冬季票）の全てを回収することで有効回答としている。そのため、今後 1 年間継続しても

らえるためにも、令和 3 年 5 月に最初の調査票となる 4 月票の回収を調査員が実施することで、

対象世帯と良好な関係を築けるよう、準備を進めた。 

調査協力依頼活動では、対象世帯に対して表 2.1.6 対象世帯へ配布する調査物品（調査協力

依頼活動時）の調査物品を配布するとともに、調査員に対しては、対象世帯の住所リストや業務

概要説明書、依頼活動説明書等を配布し、調査協力依頼活動がスムーズに進められるよう配慮し

た。 

 

表 2.1.6 対象世帯へ配布する調査物品（調査協力依頼活動時） 

調査物品 概要 

挨拶状（環境省） 環境省から対象世帯への依頼文書 

挨拶状（インテージリサーチ） 実査機関から対象世帯への依頼文書 

エネルギー使用量調査票（4月票） 例月票と区別するため水色の調査票とする 

エネルギー使用量調査票（5月票） 令和 2 年度調査の回収票と区別するため白色の調査票とする 

回答の手引き（4 月票・例月票） 4 月票及び例月票の回答方法を、検針票等を用いて解説 

平成 31 年度調査のご紹介 平成 31 年度調査結果の紹介、対象世帯が協力した結果の活用事例 

インターネットコード表 オンライン回答の際の ID とパスワード（対象者ごとにユニーク） 

なお4月の属性調査票の回収が重要となることから、調査員稼働による回収を令和 3年 5月に、

夏季票の回収を令和 3 年 9 月に、冬季票の回収を令和 4 年 3 月に、実施する予定である。 
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(4) 調査員への指示集会 

今後 1 年間の活動が円滑に進められるように、全国で調査員指示集会を開催した。1 年間に渡

る調査の流れを説明するとともに、依頼をかける際の手順について詳細な指示を行った。なお、

この指示集会に参加しなければ、本業務の調査員として認めないこととし、統計調査の質の確保

及び情報管理の徹底等を図った。但しコロナ禍の影響により会場に来ることが困難な調査員に対

しては、自宅で指示内容の動画を見せ、後に電話で詳細の補足や理解の確認を取るといった措置

をとった。 

緊急事態宣言期間は指示集会の開催を避け、会場選定においては、出席予定者の 2 倍以上の定

員となる広さの会議室を準備した。またマスク着用を必須とし、会場入り口に消毒液を置く、会

場入り口で検温する、などの対策を講じた。 

各会場を少人数にした結果、指示集会の開催は昨年度 17 開催であったのに対し今年度は 24 開

催と増えている。 

 

表 2.1.7 調査員指示集会の実施状況 

 

※和歌山県には調査地点がない 

  

エリア 日付 時間

岡山県 3月1日（月） 13:30～16:00

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 3月2日（火） 10：30～13：00／14：00～16：30

静岡県 3月2日（火） 10:30～13:00

山梨県、長野県 3月2日（火） 11:00～13:30

鳥取県、島根県 3月2日（火） 14:00～16:30

長崎県 3月2日（火） 14:00～16:30

宮崎県 3月2日（火） 14:00～16:30

福岡県、佐賀県、熊本県 3月2日（火） 14:00～16:30

茨城県 3月３日（水） 10:30～13:00

栃木県、群馬県 3月３日（水） 10:30～13:00

岐阜県、愛知県、三重県 3月３日（水） 10：30～13：00／14：00～16：30

広島県 3月３日（水） 14:00～16:30

愛媛県 3月３日（水） 14:00～16:30

鹿児島県 3月３日（水） 14:00～16:30

山口県 3月３日（水） 14:00～16:30

新潟県 3月4日（木） 10:30～13:00

富山県、石川県、福井県 3月4日（木） 11:00～13:30

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 3月4日（木） 11:00～13:30

福岡県（小倉地区のみ）、大分県 3月4日（木） 14:00～16:30

徳島県、香川県 3月4日（木） 14:00～16:30

高知県 3月4日（木） 14:00～16:30

北海道 3月６日（土） 10：30～13：00／14：00～16：30

沖縄県 3月６日（土） 10：30～13：00／14：00～16：30

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 3月22日（月）予定※ 10：30～13：00／14：00～16：30

※本報告書校了時点（3月17日）では流動的
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(5) 調査員による調査協力依頼 

(1)で作成した対象者名簿（1 地点あたり 60 世帯）の中から 20 世帯への調査協力を得られるよ

う活動を行った。ただし、集計結果の精度を向上させるため、エネルギー消費量と相関の高い世

帯区分と住居区分については一定の基準をもって調査協力を得られるよう留意した。 

世帯区分では単身世帯 2 割、二人以上世帯 8 割の比率を確保し、住居区分については戸建また

は集合住宅の一方に偏ることなく、必ずいずれかを 3 割含むようにした。 

 

 

 

図 2.1.2 調査協力依頼における基準 

 

 

調査員から調査協力依頼を受けた対象世帯が自治体を通じて当該調査の実施状況について照会

がなされることがあるため、対象地点のある市区町村に対して、調査員が依頼活動を実施してい

ることを文書にて環境省より通達した。 

 

 

  

単身世帯 4

二人以上世帯 16

世
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区
分

 

戸建 集合住宅

単身世帯 2
1sまでの変動はOK
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二人以上世帯 8
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2.2  調査の合理化・効率化の検討 

 

調査の合理化・効率化を進めるために、以下の５つの取組を検討した。 

 

表 2.2.1 調査の合理化・効率化に向けた取組 

(1)訪問による配布・回収 調査票を訪問で配布し、一部を訪問で回収（令和 3 年 5 月、9 月、 

12 月（沖縄のみ）、令和 4 年 3 月）することにより回収率の向上を図る。 

(2)委任状方式の実施 調査対象世帯から委任状を取得しエネルギー事業者（電力会社・都市ガス

会社）からエネルギー使用量データを受領する方法を、一部事業者で導入。 

(3)エネルギー事業者等による

エネルギー使用量の Web 閲覧

サービス利用の呼びかけ 

対象世帯がエネルギー使用量を容易かつ正確に把握でき、調査継続が可能

となるよう、エネルギー事業者等の Web 閲覧サービスの普及を図った。 

(4)インターネット回答の促進 インターネット回答を促進するため、回答の手引きの表紙にインターネッ

ト回答画面へアクセスする QRコードを掲載した。 

(5)調査票の改定  新型コロナウイルス感染症による影響を分析するために、調査内容変更を

行った。 

 

 

(1) 訪問による配布・回収 

調査員が訪問して調査票を回収する場合、郵送で回収する場合よりその回収率を向上させるこ

とができ回答精度も高くなることから、1 年間を通じた回収率を確保するために重要となる 1 回

目の回収と、属性調査票（夏季票、冬季票）の回収時期には調査員が訪問回収を行う。 

また、例年沖縄の回収率が低いことから、沖縄のみ令和 3 年 9 月の回収と令和 4 年 3 月の回収

の中間にあたる令和 3 年 12 月にも訪問回収を実施する。 

なお、訪問回収を実施する際には、過去の未回収票も極力回収するように努める。 

 

 

図 2.2.1 月別調査票回収方法 

  

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

依頼 開始 訪問① 郵送 郵送 郵送 訪問② 郵送 郵送 郵送 郵送 郵送 訪問③ 郵送

記入

記入 記入 記入 記入 記入 記入 記入 記入 記入 記入 記入

記入

記入

■沖縄地方特別活動（沖縄地方のみ回収訪問活動を1回追加）

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

訪問すべての未回収調査票を回収

回収方法

調

査

票

エネルギー使用量調査票（４月票）

エネルギー使用量調査票（共通票）

世帯調査票（８月末時点で記入）

冬期調査票（2月末時点で記入）
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(2) 委任状方式の実施 

委任状方式とは、調査世帯が自らの使用する電気使用量やガス使用量について、エネルギー供

給事業者が調査機関に提供するよう委任する方式である。委任状方式を実施する地方の選定にあ

たり、共通の委任状書式で実施できることや当該地方のガス会社の規模等を考慮し、四国地方に

て実施することとする。なお、ガス事業者の供給エリアを考慮し、四国地方の 27 地点中 14 地点

にて実施する。 

 

 

図 2.2.2 委任状方式の概要 

 

 

 

  

②委任状提出 ③情報照会

①委任の依頼 ④情報提供

⑤情報利用

調査世帯 調査機関 エネルギー供給事業者
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(3) エネルギー事業者等によるエネルギー使用量の Web 閲覧サービス利用の呼びかけ 

回答の手引きに電気小売事業者及びガス小売事業者の Web 閲覧サービスの URL を記載するこ

とでその活用を促進することとする。 

 

表 2.2.2 電力取扱い企業の Web 閲覧サービスの一例 

 

パソコン・スマートフォンのいずれでも閲覧可 ※令和 2 年 12 月時点の情報 

企業名 サービス名 サービス URL 

北海道電力 
Web 料金 

お知らせサービス 
http://www.hepco.co.jp/home/price/price_info/index.html 

東北電力 よりそう e ねっと https://www3.zf1.tohoku-epco.co.jp/ 

北陸電力 ほくリンク https://mieruka.rikuden.co.jp/OI008_DOC/contents/login/ 

東京電力 
でんき家計簿 https://www.kakeibo.tepco.co.jp/dk/aut/login/ 

くらし TEPCO https://www.kurashi.tepco.co.jp/ 

中部電力 カテエネ https://katene.chuden.jp/ 

関西電力 はぴ e みる電 https://kepco.jp/miruden/  

四国電力 よんでんコンシェルジュ http://www.yonden.co.jp/y-con/ 

中国電力 ぐっとずっと。WEB http://www.energia-support.com/ 

九州電力 キレイライフプラス https://www.kireilife.net/ 

沖縄電力 
電気ご使用 

実績照会サービス 
https://www.okiden.co.jp/service/result/ 

東京ガス my TOKYO GAS https://members.tokyo-gas.co.jp/  

大阪ガス マイ大阪ガス https://www.osakagas.co.jp/ssl/my-page/index.html 

KDDI au でんき https://www.au.com/electricity/ 

ソフトバンクでんき おうちでんき https://www.softbank.jp/energy/ 

ＥＮＥＯＳ 
ENEOS でんき https://www.eneos.co.jp/denki-kyotsu/ 

でんきサービス https://mydenki.jp/private 

J:COM 電力 エコレポ https://www.jcom.co.jp/service/electricity/ecorepo_home/ 

楽天エナジー 楽天でんき https://energy.rakuten.co.jp/electricity/ 

ミツウロコヴェッセル ミツウロコでんき https://mitsuurokodenki.jp/ 

MC リテールエナジー まちエネ（ローソン） https://www.machi-ene.jp/ 

HTB エナジー 

(H.I.S) 
HIS でんき https://htb-energy.co.jp/ 

昭和シェル石油 
昭和シェルの選べる

電気 
https://s-denki.com/  

 

  

http://www.hepco.co.jp/home/price/price_info/index.html
https://kepco.jp/miruden/ServiceTop/app
http://www.yonden.co.jp/y-con/
http://www.energia-support.com/
https://www.kireilife.net/%20pages/index.html
https://members.tokyo-gas.co.jp/mytokyogas/mtgmenu.aspx
https://www.osakagas.co.jp/ssl/my-page/index.html
https://mitsuurokodenki.jp/
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表 2.2.3 ガス小売事業者の Web閲覧サービス 

 

パソコン・スマートフォンのいずれでも閲覧可 ※令和 2 年 12 月時点の情報 

企業名 サービス名 サービス URL 

北海道ガス Tag Tag https://tagtag.hokkaido-gas.co.jp/portal/Mypage/top 

東京ガス my TOKYO GAS https://members.tokyo-gas.co.jp/  

京葉ガス ウィズ京葉ガス https://www3.keiyogas.co.jp/withkeiyogas/ 

中部ガス マイサーラ https://www.mysala.jp/towngas 

東邦ガス Club TOHO GAS https://members.tohogas.co.jp/ 

大阪ガス マイ大阪ガス https://www.osakagas.co.jp/ssl/my-page/index.html 

西部ガス 西部ガスマイページ http://www.saibugas.co.jp/home/ 

日本瓦斯 

（ニチガス） 
My NICIGAS https://www.nichigas.co.jp/mynicigas/ 

 

 

 

(4) インターネット回答の促進 

インターネット回答を促進するため、回答の手引きの表紙にインターネット回答画面へアクセ

スする QR コードを掲載した。 

 

図 2.2.3 インターネット回答画面への QRコード 

 

  

https://members.tokyo-gas.co.jp/mytokyogas/mtgmenu.aspx
https://www3.keiyogas.co.jp/withkeiyogas/
https://www.mysala.jp/towngas
https://www.osakagas.co.jp/ssl/my-page/index.html
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(5) 調査票の改定 

令和 3 年度調査は、新型コロナウイルス感染症による影響を分析するために、以下の通り調査

票の改定を行った。 

 

 

＜変更前＞ 

 

 

＜変更後＞ 

 

問 2 問 1 でお答えの居住者について、世帯主からみた続柄、年齢、就業状態をお答えください。 

※1 人目は世帯主についてお答えください（世帯主が同居していない場合を除く）。 

※続柄については世帯主からみての続柄をお答えください。 

※続柄の「親」「祖父母」「他の親族」は、それぞれ配偶者の「親」「祖父母」「他の親族」を含みます。 

※学生・生徒がアルバイトをしている場合の就業状態は「就業者でない」とお答えください。 

※二世帯住宅の場合は、電気の契約者を世帯主としてお答えください。 

※横１列内に、続柄→年齢→就業状態の順でひとりずつお答えください。 

 世帯主からみた続柄 

【一つに○】 

年齢 

【一つに○】 

就業状態 

【一つに

○】 

 世
帯
主 

世
帯
主
の
配
偶
者 

子
・
子
の
配
偶
者 

親 祖
父
母 

孫 そ
の
他 

0 

～ 

9 

歳 

10

～

19

歳 

20

～

29

歳 

30

～

39

歳 

40

～

49

歳 

50

～

59

歳 

60

～

64

歳 

65

～

74

歳 

75

歳

以

上 

就
業
者 

就
業
者
で
な
い 

例 
1人目 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 

2人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 

1人目 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 

2人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 

3人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 

4人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 

 
問 2 問 1 でお答えの居住者について、世帯主からみた続柄、年齢、就業状態をお答えください。 

※1 人目は世帯主についてお答えください（世帯主が同居していない場合を除く）。 

※続柄については世帯主からみての続柄をお答えください。 

※続柄の「親」「祖父母」「他の親族」は、それぞれ配偶者の「親」「祖父母」「他の親族」を含みます。 

※在宅勤務とは、自宅を就業場所として働く勤務形態のことをいいます。自宅以外の場所での就業は除きます。 

※学生・生徒がアルバイトをしている場合の就業状態は「就業者でない」とお答えください。 

※二世帯住宅の場合は、電気の契約者を世帯主としてお答えください。 

※横１列内に、続柄→年齢→就業状態の順でひとりずつお答えください。 

 世帯主からみた続柄 

【一つに○】 

年齢 

【一つに○】 

就業状態 

【一つに○】 

 世
帯
主 

世
帯
主
の
配
偶
者 

子
・
子
の
配
偶
者 

親 祖
父
母 

孫 そ
の
他 

0 

～ 

9 

歳 

10

～

19

歳 

20

～

29

歳 

30

～

39

歳 

40

～

49

歳 

50

～

59

歳 

60

～

64

歳 

65

～

74

歳 

75

歳

以

上 

  

就
業
者
で
な
い 

例 
1人目 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

2人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

1人目 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

2人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

3人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

 

就
業
者 

(

在
宅
勤
務
な
し) 

就
業
者 

(

在
宅
勤
務
あ
り) 

就業状態の「就業者」を「就業者（在宅勤務あり）」と「就業者（在宅勤務なし）」に分割した 
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＜追加した質問＞ 

 

 

 

  

問 3 問 2 でお答えの世帯主について、4 月末時点での平均的な在宅勤務日数と在宅勤務時間をお答えく

ださい。 

※在宅勤務とは、自宅を就業場所として働く勤務形態のことをいいます。自宅以外の場所での就業は除きます。 
 

平均的な在宅勤務日数 

【数値を記入】 
1 週間のうち 日 

 

1 日の平均的な在宅勤務時間 

【一つに○】 

1 4 時間未満 2 4 時間～6 時間未満 

3 6 時間～8 時間未満 4 8 時間～10 時間未満 

5 10 時間以上  

 

世帯主が「就業者（在宅勤務あり）」の場合、平均的な 1 週間の在宅勤務日数、及び 1 日の平均

的な在宅勤務時間の質問を追加した。 
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3. 家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた検討 

3.1 ニーズ把握ヒアリングの実施 

3.1.1 背景・目的・方法 

家庭 CO2統計を意義あるものとするためには、統計の利活用の進展・拡大が不可欠である。そ

のためには、調査項目が時とともに変化する利用者のニーズに即していることや、統計が利用し

易いものであることが重要となる。このような理由から、平成 27 年度業務では、全国試験調査の

公表に先立ち、エネルギー事業者、機器メーカー、自治体、研究機関等といった、統計の利用が

想定される主体を対象に、統計に対するニーズを把握する目的で、11 件の対面によるヒアリング

を実施した。また平成 29 年度業務では、その前年度に公表された全国試験調査の結果を紹介しな

がら、統計利用者として想定される地方自治体や研究者等を主な対象とした 12 件の対面によるヒ

アリングを実施した。 

一方、平成 30 年 3 月に本格調査として初めて家庭 CO2統計の結果が公表されて以降、複数の

調査票情報の二次利用がなされ、多くの研究論文等でもデータが引用されているものの、実際の

調査票情報利用者に意見を聞く機会は十分得られていない。また、いくつかの自治体では、過年

度調査結果の公表資料に示す図表を用いた簡易な活用がなされた例があるが、地球温暖化対策計

画に係る地方公共団体実行計画等における数値的根拠に活用された例はまだ少ないことから、自

治体においては家庭 CO2統計のなお一層の周知及び理解の促進が必要であると考えられる。加え

て総務省からは調査実施主体である環境省に対して、統計のニーズ把握を継続的に実施すること

が求められているが、過去 2 年間は十分なニーズ把握がなされていない。 

そこで本業務では、家庭 CO2統計の利用が期待される主体に対し、統計調査の概要や過年度調

査で得られた結果等を紹介し、普段の業務における課題や家庭 CO2統計に対するニーズを把握す

るためのヒアリングを実施する。さらに、これまでに調査票情報の二次利用を実施した研究者に

もヒアリングを実施し、家庭 CO2統計の改善に資する意見・要望等を収集する。件数は計 5 件程

度とする。 

 

3.1.2 ヒアリング先 

＜研究者＞ 

 研究者 A, B（11/24 10:30～12:00 @オンライン会議） 

 研究者 C（12/15 15:00～16:30 @オンライン会議） 

＜自治体＞ 

 自治体 D（12/21 16:00～17:30 ＠オンライン会議） 

 基礎自治体 E（多摩地域市部の自治体）（11/27 10:00～11:30 ＠自治体 E 役所） 

 基礎自治体 F（特別区の自治体）（12/4 14:00～15:00 ＠オンライン会議） 
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3.1.3 ヒアリング項目 

＜研究者 A～C・自治体 D＞ 

 従来利用している情報源 

 従来利用している情報源の課題 

 家庭 CO2統計の活用可能性（活用された場合は活用理由） 

 家庭 CO2統計の活用方法（活用された場合） 

 家庭 CO2統計を活用した感想（活用された場合） 

 調査事項への意見・要望 

 調査設計（調査規模、地域区分）への意見・要望 

 公表方法（公表時期、資料内容、集計事項等）についての意見 

 その他（普段の業務における課題、等） 

 

＜基礎自治体 E,F＞ 

 普段実施している GHG 関連業務の内容について 

 GHG 関連業務の市民からのニーズ・要望ついて 

 計画策定における自治体職員の役割について 

 GHG 関連業務に関する知識の習得状況について 

 GHG 関連業務の優先度について 

 GHG 関連業務を自治体職員が実施する上での課題について 

 家庭 CO2統計の（率直な）感想 

 家庭 CO2統計の活用促進において重要視すべきことについて 

 その他（普段の業務における課題、等） 

 

3.1.4 ヒアリング調査結果 

(1) 研究者 A～C 

質問事項 回答内容 

従来利用してい

る情報源とその

課題 

研究者 A,B 

 エネルギーの消費実態については家計調査、全国消費実態調査、家庭用

エネルギー統計年報（（株）住環境計画研究所）を、マクロなエネルギー

消費量の把握には資源エネルギー庁の総合エネルギー統計を使ってい

る。その他、東京都の土地利用現況調査を集計して面積データの収集等

をしている。研究のベースとなる視点は社会学的属性（世帯人数、平均

年齢等）で、それらから地域の特徴を整理し、エネルギーとの関連性を

分析している。 

研究者 C 

 研究上の問題に当たる都度、独自にアンケート調査を実施してデータを

収集してきた。研究室で構築しているシミュレーションモデルに用いる

入力条件がほしいので、独自にアンケートをしないとデータが得られな

い。 
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質問事項 回答内容 

 独自アンケート調査なので、数を多く確保できない、調査の一貫性がな

い、経年的な傾向把握ができない、といった課題がある。 

 

家庭 CO2 統計

の活用理由と活

用方法 

研究者 A, B 

 エネルギー・資源学会で家庭 CO2統計を用いた研究を発表する機会をい

ただいたことがきっかけ。個人での二次利用申請手続きは大きな苦労が

あるので、学会で個票情報の利用ができる枠組みは非常に価値が大きい。 

 重要な変数として家族の人数や平均年齢などの社会的属性からエネルギ

ーの関連を見られるようなデータを集めるためのツールを作った。今回

は東京都の基礎自治体を対象にしたが、他道府県にも応用できる。 

研究者 C 

 シミュレーションモデルにおける家電機器保有状況予測モデルの精緻化

と精度検証を行うため。冷蔵庫とテレビについて、性能を一律に与条件

とするのではなく、家庭 CO2統計（全国試験調査）の個票情報を用いて

属性情報に応じた性能値を決定した。また、シミュレーションと家庭CO2

統計のエネルギー消費量を比較することで、シミュレーションの精度を

検討し、誤差要因を評価した。 

 

家庭 CO2 統計

を活用した感想 

研究者 A,B 

 住宅の断熱性能を説明する上で、「二重サッシ又は複層ガラスの有無」を

調査するだけでは不十分だと感じた。 

 提供されたデータベースは整っており分析はしやすい。 

研究者 C 

 「痒い所に手が届く」データであった。シミュレーションに使えるデー

タが多く得られた。エネルギー消費量の大きなものが捕捉されている印

象である。エネルギー多消費世帯の特徴が把握できるのは家庭 CO2統計

だけである。 

 用途推計結果がシミュレーションの傾向と合わない場合があるが、用途

推計手順を確認する限り、推計方法の精度に課題があると感じる場合が

あった。用途推計の精緻化・検証を行った方が良い。 

 

調査事項への意

見・要望 

研究者 A,B 

 CASBEE1の住まいの寒さに関するチェックリストを使うなどの工夫に

より断熱性能が概ね把握可能である。過去の研究で用いたが2、エネルギ

ーとの相関は強かった。 

 
1 CASBEE（キャスビー）は、建築物や街区、都市などに係わる環境性能を様々な視点から総合的に評価するため

のツールで、現在、国内の建設事業者や設計事務所、建物所有者、不動産投資機関などにおいて広く活用され
ている他、一部の地方公共団体では届出制度としての活用が進んでいる。CASBEE の研究開発は一般社団法人
日本サステナブル建築協会が実施している。 

2 ヒアリング後、過去の調査で使用した質問項目をメールでご案内いただいた。具体的には下記の通り。 

以下の質問の回答を 1 点（多くある）～4 点（ない）で点数化 

1. 居間・リビングで、冬、暖房が利かずに寒いと感じることはありますか？  

2. 冬、寒くて眠れないことはありますか？  

3. 冬、脱衣所で寒いと感じることはありますか？ 

4. 冬、トイレで寒いと感じることはありますか？  

5. 冬、部屋を出たときに寒いと感じることはありますか？ 
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質問事項 回答内容 

研究者 C 

 湯張りの情報が詳細になると良い。夏と冬は調査されているが、中間期

は夏と冬の中間ではないので、肌理細かく把握したい。また、リビング

ルームでの暖房機器の使い方について知りたい。家庭のエネルギー消費

は給湯と暖房が非常に大きいので、ここを掘り下げるような設問は重要

だと考えている。 

 空気清浄機や 24 時間換気の使用状況は気になる。今冬、使用頻度が増

していると思われる。 

 電力会社を選んだかどうかは今後重要になる。CO2 排出量の小さな会社

を選ぶことを市民に働きかける自治体が出てきている。また、分析結果

からの仮説ではあるが、多消費世帯が安価な電力会社に乗り換えている

と考えている。このことは電力小売自由化の問題提起にも繋がるかもし

れない。 

 

調査設計（調査

規模、地域区分）

への意見・要望 

研究者 A,B 

 細区分でも十分なサンプルサイズで集計可能なものが欲しいので、それ

が可能な調査設計をしてほしい。研究者のニーズによるが、集計区分に

よっては極端にサンプルサイズが小さくなる場合が出てくる。研究者の

意見を踏まえてニーズのある集計区分のサンプルサイズを明確化しても

良いと思う。 

研究者 C 

 研究で利用する範囲では、現状の調査規模（調査対象数）で不十分とは

考えていない。一方、自治体が温暖化対策計画の区域施策編を策定する

際は、自治体ごとにデータを取得した方が良い。家庭 CO2統計を自治体

レベルで実施するということも考えられないのか。 

 

公表方法（公表

時期、資料内容、

集計事項等）に

ついての意見 

研究者 A,B 

 公表時期は早い方が良いが、研究者としては正確なデータが出るまでは

待つ。 

 時系列集計で気になるデータとしては、エネルギー消費原単位の変化で

ある。また、その変化が調査対象の変化によるものなのか、省エネの進

展によるものなのか、など、変化要因を分析できるようなデータが欲し

い。 

研究者 C 

 研究で利用する範囲では、現状の公表時期で問題無い。一方で、家庭 CO2

統計は温暖化対策計画の点検に使われるべきだと考えている。その観点

では、例年毎年 3 月に開催される経産省・環境省の合同会議で議論され

る進捗点検に、確報が間に合っていることが望ましい。 

 

その他（普段の

業務における課

題、等） 

研究者 A,B 

 これまでの研究では社会学的な属性から地域のエネルギー消費特性を分

析してきたが、他にも回帰分析の説明変数に追加すべき項目があると考

えている。太陽光発電システムの有無は考慮したいと考えている。 

 どうしてこのような結果になるのか（例えば月別エネルギー消費量を 6
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質問事項 回答内容 

月値を基準としたダミー変数において、相対的に高いはずの月の値がプ

ラスに出ないなど）が解釈できない場合がある。説明変数が不足してい

るからなのか、調査設計上の課題によるものなのか、解釈ができていな

い。 

 PV の普及率についてどのように分析するか、個人の意識や努力だけで

はないのではないか、そういった点を解明するために社会科学的な今後

の研究が必要である。 

 非常に難しいと思うが、再エネの導入意識に関する要素をどのように分

析に取り入れていくのかという点を考えている。 

研究者 C 

 居住者の行動を把握できる調査が重要である。現在構築しているシミュ

レーションモデルでは、世帯の情報から機器の保有状況等の物理的な面

はある程度想定できるが、居住者の行動までは再現できていない。一方

で、省エネ行動に注目しすぎると、機器による合理的な省エネに繋がら

ない。機器の影響と行動の影響の比較も分析できるのではないか。 

 2030 年に向けてエネルギー消費量が本当に減少するのかを注視しない

といけない。家庭部門は、単年でみると、温暖化対策計画で期待されて

いる効果の数倍規模で気候の影響を受けるので、単年の変化で一喜一憂

してはいけない。 

 2050 年の脱炭素に向けて、自治体別に詳細なデータを把握することは非

常に重要である。計画策定時には家庭 CO2統計に類した調査を実施する

ようにして、そこから浮かび上がる自治体特有のエネルギー消費特性に

応じた対策に関するマニュアルを、環境省で作成できないか。 

 Society 5.0 を踏まえると、世の中からどのようなデータを抽出して活用

するのかを考えるべきである。 DECC （ Data-base for Energy 

Consumption of Commercial buildings）3は「概要が把握できる大量の

アンケート調査」「シミュレーションプログラム」「シミュレーションプ

ログラムを検証可能な詳細データ」の 3 点があれば様々なことができる、

という考えが根底にある。家庭部門に置き換えれば、「家庭 CO2 統計」

と「TREES のようなシミュレーションモデル」と「（例えば）HEMS

やスマートメーターのデータ」となる。家庭 CO2統計のあり方を考える

だけでなく、データ体系全体のイメージを考えるべきである。 

 業務部門でも詳細な調査を実施すべきである。家庭 CO2統計の横展開も

検討してはどうか。 

 家庭 CO2統計の知見を使って、うちエコ診断の改善を図ったり、うちエ

コ診断の知見を家庭 CO2統計に活用したりして、環境省内部での家庭に

関するデータのマネジメントも重要ではないか。 

 

 

 

 
3 （一社）日本サステナブル建築協会が保有する業務用建物のエネルギー消費実態に関する大規模データベース。 
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(2) 自治体 D 

質問事項 回答内容 

従来利用してい

る情報源とその

課題 

 普段は、独自に実施している調査や、家庭分野に関する既往調査を用い

ている。 

 本当は独自調査により詳細な傾向を継続的に把握したいが、予算等の都

合で継続実施することが難しい。 

 

家庭 CO2 統計

の活用理由と活

用方法 

 過去に環境省から家庭 CO2統計についての紹介があった。自治体別値の

結果の公表がなかったものの、内容に大変興味を持っており、今年度個

票情報の二次利用を申請し、自治体 D 分の集計を実施している。 

 環境省から公表されている全国版の集計と同じ集計を、自治体 D に絞り

込んで実施して、自治体 D の特徴を検討している。きめ細やかな省エネ

対策の提案をする際の検討用のデータとして活用できる。 

 

家庭 CO2 統計

を活用した感想 

 家庭分野のデータは非常に大事なので、何のデータでも必要である。自

治体 D では省エネ対策を提案するために「住宅性能」「既築での住宅性

能の向上」「高効率家電の導入」「エネマネ（HEMS など）の導入」「PV

などの再エネ利用」に資するようなデータがないかを重点的に調べてい

る。今回紹介していただいたデータでいうと、建築時期別の CO2排出量

等と建築時期別ストックをかけることで対策を検討できる。冷蔵庫の複

数台使用世帯の特徴や、台所用コンロの種類などは、家庭に対する省エ

ネ対策を提案するときの目安になる。最もよく使う暖房機器については、

以前独自に調査をしたことがあるので、こういったデータは活用できる。 

 これまで家電製品などは販売数でしか追えていなかったが、家庭 CO2統

計では今どれくらいが家庭に導入されているのかがわかるので、有益で

ある。 

調査事項への意

見・要望 

（特に意見なし） 

調査設計（調査

規模、地域区分）

への意見・要望 

 省エネ対策を提案する際に自治体 D の特長を活かしたものにしたいの

で、やはり都道府県別のデータが欲しい。地域別集計値は自治体 D のデ

ータとしては扱えない。 

 

公表方法（公表

時期、資料内容、

集計事項等）に

ついての意見 

 集計結果の提示は、多すぎると必要なデータを探すのに時間を有する。

対策・施策の検討に資する情報が、最大でも 5 ページ程度でまとまって

いないと、なかなか注目されない。 

 世帯類型等の属性によるクロス集計よりも、住宅や機器の状況が示され

た方が、自治体の課題認識と直結する。 

 統計学的な正しさ・精緻さも重要かもしれないが、自治体は、多少粗い

結果でも、自分たちの自治体の特徴が捉えられる結果を必要としている。

そのような集計が実施されれば有益である。 

 

その他（普段の

業務における課

題、等） 

 二次使用申請を利用してからデータを取得するのに 3 か月もかかったの

で、もう少し簡略化できないか。断念することを検討するほど大変だっ

た。申請時に必要な「データを活用し、どういう結果を得るのか」など

項目はデータを見ないとわからない。 
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質問事項 回答内容 

 用途別エネルギー消費量の構成比については、過去に独自に調査したも

のと合わない。家庭 CO2統計だと家電製品の割合が一番大きいが、独自

調査のデータだと給湯である。そのため家庭 CO2統計のデータを政策策

定に活用した際、独自調査との齟齬をどのように説明するかが課題であ

った。（用途別値を実態値だと勘違いされていた） 

 自治体Dでは太陽光発電システムの保有者により自家消費を促したいの

で蓄電池の補助金制度を今後進めていく予定である。補助金の条件とし

て、補助してから 6 年間データ（発電量や世帯属性など）を提供してい

ただく予定だが、このデータと家庭 CO2統計をうまく活用できると良い

と思った。 

 

 

(3) 基礎自治体 E,F 

質問事項 回答内容 

普段実施してい

る GHG 関連業

務の内容につい

て 

基礎自治体 E 

 普及啓発事業、省エネ機器の補助金事業、エコドライブ教習会事業が 3

本柱である。そのうち普及啓発業務の割合が一番大きい。 

 計画改定の時期は、それに係る業務も実施している（今年度は計画改定）。

基礎自治体 E の CO2排出量の内訳は家庭部門で 5 割、業務部門で 3 割と

なっているため、今年はこれらへの対策が重要。意識啓発を兼ねて省エ

ネチャレンジ事業を実施する。 

基礎自治体 F 

 主に、以下の 4 項目が基本的な業務である。 

① 家庭向け並びに事業者向けの省エネの取り組みの支援（省エネ機器

の補助金助成、省エネの取組の提案等） 

② エネルギー効率の良い町づくり（民間建築物の低炭素化促進事業、

環境に配慮した交通手段の提供、適応策・ヒートアイランド対策） 

③ 他自治体との連携（森林のある自治体との協定締結による国産木材

の活用促進、全国の再生可能エネルギーの活用） 

④ 区有施設の省エネ化並びに再生可能エネルギーの導入 

 

GHG 関連業務

の市民からのニ

ーズ・要望つい

て 

基礎自治体 E 

 市内事業者から、補助金メニューを増やせないかとの相談はある（遮熱

塗装など）。また、補助金の増額についても要望がある。 

 GHG 排出量そのものへのニーズや要望は特にないが、将来想定につい

ては、議員から、2050 年脱炭素に向けた目標を出すべき、気候非常事態

宣言をすべき、等の意見はある。 

基礎自治体 F 

 温暖化対策というよりも助成金の対象メニューの追加についての要望が

多い。 

 区立の施設で環境講座を開いているが、講座参加者アンケートで「すぐ

実行できる（省エネルギー）行動についての講座を実施してほしい」と

の回答があった。 
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質問事項 回答内容 

計画策定におけ

る自治体職員の

役割について 

基礎自治体 E 

 計画策定検討委員会を立ち上げ、事務局を担当している。非常に多忙で

ある。計画策定自体は外部のコンサルタントに委託している。 

基礎自治体 F 

 外部のコンサルタントに委託して基礎調査及び計画素案策定を実施して

いる。 

 

GHG 関連業務

に関する知識の

習得状況につい

て 

基礎自治体 E 

 専門職で、着任後 10 年以上 GHG 関連業務を担当しているので、基本的

な知識は有していると自負している。しかし一般事務の方、特に文系出

身者が GHG 関連業務を担当するとなると相当大変になる。 

 専門職ではあるが、担当は 1 名であるため余裕はない。複数名体制で実

施できれば問題無いかもしれないが、そのような人的余裕はないのが多

くの自治体の現状である。 

基礎自治体 F 

 環境分野とは関連の無いセクションから異動してくる場合は、最初は不

慣れなことが多いが、普段から細かい数値を扱う機会が多いため、習熟

は早い。家庭部門の助成金の応募は年間 400～500 件。その窓口対応で

細かな数値の審査等を実施するため、必然的に習熟度が上がる。 

 

GHG 関連業務

の優先度につい

て 

基礎自治体 E 

 普段は GHG 関連業務には全く時間を割けていない。計画改定があると

きは GHG 関連業務に係る時間は増えるが、それ以外の時期は事務事業

編に係る業務のみである。ほとんど放置に近い。 

基礎自治体 F 

 環境課全体で人数が多い。基礎自治体 F は GHG 排出量全体に占める家

庭部門の割合は小さいが、全体が減少している中で家庭部門は増加傾向

にあるため、家庭部門の対策は重要である。現状は必要十分な体制を構

築できている。 

 

GHG 関連業務

を自治体職員が

実施する上での

課題について 

基礎自治体 E 

 事務事業編に係る情報の収集は特に問題無く実施できるが、区域のデー

タは自前では取得・作成できない。基礎自治体 E 場合はオール東京 62

市区町村共同事業4に非常に助けられている。自分たちの自治体の数値を

自分たちで得るのはほぼ不可能である。いずれの自治体でも自分たちの

データは必要なはずだが、それが得られないのが多くの自治体における

現状ではないか。 

基礎自治体 F 

 助成金申請窓口対応で、続々と出てくる新しい機器等についての情報を

勉強するが大変である。他自治体で助成金メニューに含めているものに

ついても情報を仕入れて、その特徴等を勉強しているが、難しい。 

 
4 公益財団法人東京都区市町村振興協会からの助成により実施している、オール東京 62 市区町村共同事業「みど

り東京・温暖化防止プロジェクト」において、東京都内 62 市区町村それぞれの温室効果ガス排出量を算定し、
各自治体の職員にその算定結果を配布している。（http://all62.jp/jigyo/ghg.html） 
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質問事項 回答内容 

家庭 CO2 統計

の（率直な）感

想 

基礎自治体 E 

 可能であれば自治体別、せめて東京都のデータが欲しい。関東甲信とい

うくくりになってしまうと、いくら調査世帯に占める東京都の割合が大

きいとしても、北関東や甲信も含まれているようなデータでは説得力が

無い。 

基礎自治体 F 

 地方別集計で東京は関東甲信となっているが、甲信地方の山間部と基礎

自治体 F とでは特徴が異なるはずである。基礎自治体 F の情報があると

良い。 

 機器の普及状況（例えば LED 照明の普及率）等についても、基礎自治

体 F の情報があると良い。 

 電力の小売自由化で環境負荷の小さな電気を選ぶことができるようにな

った。電力会社のスイッチングの状況や環境負荷の小さい電気の契約状

況がわかると良い。機器の高効率化も進んできているので、省エネ機器

の普及だけでは環境負荷低減は難しくなってきていると考えているの

で、電気の選択は重要な観点だと考えている。 

 

家庭 CO2 統計

の活用促進にお

いて重要視すべ

きことについて 

基礎自治体 E 

 家庭 CO2統計の調査事項や集計事項には問題は無いが、必要なものは、

基礎自治体 E の家庭部門におけるエネルギーの使われ方が把握でき、ピ

ンポイントに施策を検討できるようなものである。 

 自治体職員の勉強用には全国値集計があっても良いかもしれない。 

基礎自治体 F 

 日常業務における活用となると、基礎自治体 F の情報であることが重要

である。 

 

その他（普段の

業務における課

題、等） 

基礎自治体 E 

 国や東京都には是非とも先陣を切って、基礎自治体のバックアップをし

ていただきたい。脱炭素へと大きく転換するのであれば、2050 年までに

国内の自動車を全て電気自動車にする、戸建住宅は太陽光発電と蓄電池

を標準設置する、等、思い切った施策を打ち出して、具体的な施策で以

て、明確に本気度を示してほしい。大きなことだけを言われても、基礎

自治体でできることには限界がある。 

基礎自治体 F 

 事業者向けではあるが、ロスナイ（熱交換換気）の普及動向は気になっ

ている。また、冷媒を使わない空調があるという記事を見たことがある

が、その動向も気になっている。 

 

 

 



 

 

 

27 

3.1.5 課題 

(1) 調査票情報の二次利用 

従来の二次利用申請手続きは非常に煩雑で手間がかかり、普段の業務が多忙な方々にはハード

ルが高いものと考えられる。一方で、エネルギー・資源学会で、調査票情報の二次利用ができる

枠組みが用意されたことで、当該学会関係者にとって、利用のハードルが大きく下がったと考え

られる。 

 

(2) 調査項目 

以下の項目に対する要望があった。次回調査票改定時の候補として検討する。 

 

 住宅の断熱性能 

 中間期の入浴状況 

 リビングルームでの暖房機器の使い方 

 空気清浄機や換気システムの使用状況 

 電力会社のスイッチング状況・環境負荷の小さい電気の契約状況 

 

(3) 調査設計・公表 

以下の要望があった。 

 

 自治体にとっては、10 地方別ではなく、自分たちの自治体の値でないと、日常の業務におい

ては活用できない。統計学的な正しさ・精緻さよりも、自分たちの自治体の特徴が捉えられ

る結果を必要としている。また、対策・施策の検討に資する情報を、最大でも 5 ページ程度

にまとめた資料が求められている。 

 研究者にとっては、自身の興味のある視点で細分化した集計をする際に十分な調査対象世帯

数が確保されていることが望ましい。 

 

いずれも、調査数を十分に増やすことができれば解決するが、費用の問題で現実的ではない。

都道府県別、自治体別に推計する式を開発して提供することが現実的な提案になると考えられる。 

政府統計である以上、統計学的な正しさ・精緻さを無視することはできないが、参考情報とし

て提供できる可能性のあるものは、引き続きニーズ把握をしてゆくことが重要と考えられる。 

公表資料や WEB の体裁については、ボリューム感よりも簡潔さが求められることもあると考

えられる。今後の検討課題とする。 
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3.2 統合集計方法の検討 

3.2.1 検討の経緯 

家庭 CO2 統計では、調査員調査とインターネット・モニター調査（IM 調査）を実施し、両調

査の結果を統合して集計している。平成 31（令和元）年度調査（確報値）の調査員調査、IM 調

査及び統合集計の世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排出量を比較すると、IM 調査結果の調査

員調査結果に対する乖離率は－13％となっている。エネルギー種別にみると電気の乖離率が比較

的小さく、LP ガスと灯油の乖離率が大きい。これまで実施された全国試験調査、平成 29 年度調

査、平成 30 年度調査における乖離率は CO2排出量で－10％、－11%、－13％であり、概ね 10％

強の乖離率が続いている。 

 

 

図 3.2.1 調査方式別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量（H31/R1 調査） 

 

 

平成 29 年度業務（平成 29 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（平成 30 年度

調査分の準備等））では、調査員調査と IM 調査の乖離の原因の究明と、その乖離をいかに縮小で

きるかに焦点を当て、有識者の指導と協力により統合集計方法に関する国内外の先行事例の文献

調査と全国試験調査の調査票情報を用いた統合集計方法の検討を実施した。その結果、全国試験

調査で採用した統合集計方法が妥当であることが確認された。同時に、複数年（2～3 年）分の調

査票情報が蓄積された段階で、有力な代替手法について安定性の評価を行うこととされた（同業

務報告書、p.100～101）。 

 本節では前回の検討で使用した全国試験調査に加えて、平成 29 年度、30 年度、31（令和元）

年度（ただし速報値）の各調査の調査票情報を用いて、有力な代替手法について安定性の評価を

行うこととする。検討に当たっては、前回の検討（平成 29 年度業務）で支援を頂いた、横浜市立

大学の土屋隆裕教授に分析の協力を得ることとする。 
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3.2.2 現行の推計方法の概要 

(1) 標本抽出方法 

調査員調査の標本は、層化二段抽出法によって無作為に選定している。まず全国の市区町村を

地域（10 区分）×都市階級（3 区分）に層化した上で、計 325 の調査地点を抽出する。その後、

住民基本台帳に基づき、これらの調査地点から各 20 世帯、計 6,500 世帯を選定する。一方、IM

調査の標本は、調査員調査と同様の手法で市区町村を層化した後、各層の地域で居住し、かつ株

式会社インテージのインターネット調査モニターとして登録している世帯から計 6,500 世帯を選

定する。 

 

(2) 公表値の算出方法 

集計するために、調査員調査と IM 調査それぞれの世帯に対し、基礎ウェイトと事後層化ウェ

イトの 2 段階のウェイトを付与している。まず標本抽出の際に用いた地域（10 区分）×都市階級

（3 区分）の 30 区分で基礎ウェイトを作成した後、この基礎ウェイトに対し、地域（10 区分）

×世帯人数（単身世帯もしくは二人以上世帯の 2 区分）×住宅建て方（戸建住宅もしくは集合住

宅の 2 区分）の 40 区分で事後層化ウェイトを作成し、追加調整を行っている。 

基礎ウェイトは、回答標本が代表する母集団の世帯数である。地域×都市階級の 30 区分ごとの、

回収標本サイズに対する母集団サイズの比によって算出される。基礎ウェイトを𝑊𝑖、区分 h にお

ける母集団サイズを𝑁ℎ、回収標本サイズを𝑛ℎとすると、次式の通りとなる。 

 𝑊𝑖 =
𝑁ℎ
𝑛ℎ

 (1)  

 

 

回答世帯をさらに詳細に見ていくため、図 3.2.2 のように、地域×世帯人数（単身世帯もしく

は二人以上世帯）×住宅建て方（戸建住宅もしくは集合住宅）の 40 区分（以下、「事後層」とい

う）ごとに基礎ウェイトを合計する。横軸が区分、縦軸が世帯数である。上段の赤い縦棒が調査

員調査の分布、下段の青い縦棒が IM 調査の分布、そして白地黒枠の縦棒が母集団分布を表す。 

いくつかの区分における世帯数が、調査員調査・IM 調査ともに母集団より大きく推定されてい

る一方、調査員調査・IM 調査ともに母集団より小さく推定されている区分もある。一般的に、集

計の際は推定値の分布が母集団分布と一致するよう調整されることが望ましいため、こういった

母集団分布と一致しない区分に対し、追加のウェイト調整を行う。この調整手法が「事後層化」

であり、これにより算出した推定値が家庭 CO2統計の公表結果となっている。 
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図 3.2.2 調査員調査・IM 調査の基礎ウェイト合計と母集団分布との比較 

（出典）インテージ・住環境計画研究所「平成 29 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（平成 30 年度調査分の

準備等）報告書」平成 30 年 3 月 

 

3.2.3 統合集計方法を検討するための概念整理 

集計結果を作成するにあたり、①統合後の推定値や標準誤差の算出方法、②統合前に元のウェ

イトをどのように調整しておくか、③どのような比率で各モードを統合するかについては、平成

29 年度業務の手法を踏襲する。以下、それぞれの検討事項に関する概念を整理する。 

 

(1) 推定値と標準誤差の算出方法 

 各モードの平均推定量は(2)式・(3)式、統合結果の推定量は(4)式を用いて算出する。 

 

 �̂�𝑦,調査員 =∑𝑤𝑖𝛿𝑖𝑦𝑖
𝑖∈𝑅

∑𝛿𝑖𝑤𝑖
𝑖∈𝑅

⁄  (2) 
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 �̂�𝑦,𝐼𝑀 =∑𝑤𝑖𝛿𝑖𝑦𝑖
𝑖∈𝑇

∑𝛿𝑖𝑤𝑖
𝑖∈𝑇

⁄  (3) 

 �̂�𝑦 = {𝛼∑𝑤𝑖𝛿𝑖𝑦𝑖
𝑖∈𝑅

+ (1 − 𝛼)∑𝑤𝑖𝛿𝑖𝑦𝑖
𝑖∈𝑇

} {𝛼∑𝛿𝑖𝑤𝑖 + (1 − 𝛼)∑𝛿𝑖𝑤𝑖
𝑖∈𝑇𝑖∈𝑅

}⁄  (4) 

 

ただし、調査員調査と IM 調査の有効回収標本をそれぞれ R と T とする。また、世帯 i に関す

る目的変数の値を𝑦𝑖、世帯 i が集計対象か否かの指示変数を𝛿𝑖、最終的なウェイトの値を𝑤𝑖とする。

そして、αは統合の際に調査員調査の集計結果に付与する比率、1 − αは IM 調査に付与する比率

であり、0 ≤ α ≤ 1である。αの定め方は「(3)統合比率」にて後述する。 

標準誤差については、次式の平方根により求める。算出においては、再現性を考慮してジャッ

クナイフ法を採用する。 

 

 �̂�(�̂�𝑦) = ∑∑ℎ𝑚,𝑔 (�̂�𝑦
(𝑚,𝑔) −

1

𝐺
∑∑ �̂�𝑦

(𝑚,𝑔)

𝐺𝑚

𝑔=1

2

𝑚=1

)

2𝐺𝑚

𝑔=1

2

𝑚=1

 (5) 

 

ただし、m はモードを表しており、m＝1 は調査員調査、m＝2 は IM 調査である。G = ∑ 𝐺𝑚
2
𝑚=1

は全反復数であり、調査員調査における標本 PSU 数𝐺1 = 325と IM 調査における有効回収世帯数

𝐺2を合計したGとする。また、�̂�𝑦
(𝑚,𝑔)はモード m の第 g 反復で得られる推定値であり、次式のウ

ェイト𝑊𝑖
(𝑚,𝑔)を用いて求めた最終ウェイト𝑤𝑖

(𝑚,𝑔)により算出する。 

 

𝑊𝑖
(𝑚,𝑔) =

{
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

0 ：世帯 i がモード m の第 g PSU に属すとき 

(6) 
𝐺𝑚,ℎ

𝐺𝑚,ℎ − 1
𝑊𝑖 

：世帯 i がモード m の第 g PSU に属さず、かつ、 

 モード m の第 g PSU と同じモード・層に属すとき 

𝑊𝑖 ：上記以外のとき 

  

ただし、𝐺𝑚,ℎはモード m の第 g PSU が属す層 h の有効回収標本 PSU 数を表しており、𝐺𝑚 =

∑ 𝐺𝑚,ℎℎ である。そして、ℎ𝑚,𝑔はジャックナイフ乗数であり、ℎ𝑚,𝑔 = (𝐺𝑚,ℎ − 1) 𝐺𝑚,ℎ⁄ とする。 

 標準誤差が求まれば、次式により標準誤差率を求めることができる。 

 

 
CV(�̂�𝑦) =

√�̂�(�̂�𝑦)

�̂�𝑦
⁄

 
(7) 
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(2) 各モードにおける集計結果の調整方法 

調整方法として、以下の 2 種類が考えられる。 

 平衡調整（平衡統合）：元のウェイトの分布を、ベンチマーク基準となる分布（母集団分布な

ど）と一致するよう調整する方法（図 3.2.3） 

 傾斜調整（傾斜統合）：元のウェイトの分布を、母集団から見て歪んだ形で調整する、あるい

は歪んだまま調整しない方法（図 3.2.4） 

 

 

図 3.2.3 平衡調整（平衡統合）の概念図 

 

 

図 3.2.4 傾斜調整（傾斜統合）の概念図 
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(3) 統合比率 

「(1)推定値と標準誤差の算出方法」にて前述した各モードの結果に与える比率α：(1 − α)を、

統合比率と呼ぶ。以下の 4 種類の統合比率を検討している。 

 

 1：1 比率： 

各モードの結果をα：(1 − α) = 1：1の比率で統合する。 

 標本サイズ比率： 

標本世帯数が多い方のモードに重点が置かれるよう、α：(1 − α) = 𝑛𝑅：𝑛𝑇の比率で統合する。

ただし、R と T は前述の通りそれぞれ調査員調査と IM 調査の有効回収標本を表し、𝑛𝑅と𝑛𝑇は

それぞれ調査員調査と IM 調査の有効回収標本サイズを表す。 

 不等加重効果（UWE：Unequal Weighting Effect）比率： 

精度が高い方のモードに重点が置かれるよう、α：(1 − α) = UWE(𝑤𝑖,(𝑅))
−1
：UWE(𝑤𝑖,(𝑇))

−1
の

比率で統合する。ただし、𝑤𝑖,(𝑅)と𝑤𝑖,(𝑇)はそれぞれ調査員調査と IM 調査の最終的なウェイト

を表す。 

 有効標本サイズ比率： 

標本世帯数が多く、かつ精度が高い方のモードに重点が置かれるよう、α：(1 − α) =

𝑛𝑅 × UWE(𝑤𝑖,(𝑅))
−1
：𝑛𝑇 × UWE(𝑤𝑖,(𝑇))

−1
の比率で統合する。 

 

3.2.4 検討対象とする統合方法の概要 

調整方法と統合比率を組み合わせることにより、表 3.2.1 と表 3.2.2 に示す様々な統合集計方

法が考えられる。家庭 CO2統計の公表結果の算出にて用いた統合集計方法は、表 3.2.1 に示す方

法⑨と表 3.2.2 に示す方法⑲に該当する。これらの方法も含め、平成 29 年度業務で統合集計方法

として検討したものを、表内では赤色もしくは青色の網掛けで表している。 

 

 

表 3.2.1 傾斜調整（傾斜統合）による組み合わせ 

 
（出典）インテージ・住環境計画研究所「平成 29 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（平成 30 年度調査分の

準備等）報告書」平成 30 年 3 月 

（注）方法⑩は総務省の平成 26 年全国消費実態調査の統合集計方法 
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表 3.2.2 平衡調整（平衡統合）による組み合わせ 

 

（出典）インテージ・住環境計画研究所「平成 29 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（平成 30 年度調査分の

準備等）報告書」平成 30 年 3 月 

 

 

今回の検討では、前回の検討で最も有力とされた代替手法である、表 3.2.2 に示す方法㉓を対

象とする。この方法は、事後層変数とその他 CO2排出量に影響を与える可能性のある様々な変数

に対し、同時にウェイト調整を行うものである。 

CO2 排出量に影響を与える可能性のある変数については、CART（Classification and 

Regression Tree）という手法により作成される複数の区分から成る選択変数 CART グループを

使用する。CART とは、統計学分野の Leo Breiman 氏によって 1984 年に開発された決定木分析

（Decision Tree Analysis）の代表的なアルゴリズムである。膨大かつ複雑な調査データを木構造

で分割し、より小さい単位で調査対象者をグルーピングすることで、目的変数と説明変数の関係

性を分析するものである。なお、事後層と CART グループの両方について同時に調整する方法（キ

ャリブレーションの手法）としては GREG（Generalized Regression）推定法を用いる。 

  

ステップ１： 説明変数の選択 

CART に適用する説明変数を選択するため、調査票の調査項目から、候補となる説明変数を用

意する。ウェイト調整したらモード間（調査員調査・IM 調査間）の CO2 排出量の乖離が大幅に

縮小するような変数を明らかにするため、説明変数を順に一つずつ取り上げ平衡調整を適用し、

モード間の 4 種合計の CO2排出量の差（乖離）を算出する。モード間の乖離が小さい変数を、閾

値を定めて、複数選択し、CART の説明変数として用いる。 

 

ステップ２： 決定木の作成 

選択された説明変数を用いて決定木を作成し、各モードの標本世帯を区分けするためのグルー

プを作成する。図 3.2.5 は平成 29 年度業務で作成した、全国試験調査の調査票情報に基づく 34

のグループである。モード間の乖離が縮小するような説明変数を選択した上で CART グループを

作成していることから、これを「選択変数 CART グループ」と呼んでいる。 
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図 3.2.5 回答モードを目的変数とした選択変数 CART の結果（全国試験調査） 

（出典）インテージ・住環境計画研究所「平成 29 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（平成 30 年度調査分の

準備等）報告書」平成 30 年 3 月 

 

 

ステップ３： キャリブレーション 

選択変数 CART グループごとに各モードの事後層化ウェイトを合計したもの（全国試験調査）

を図 3.2.6 に示す。横軸が 34 のグループ、縦軸が事後層化ウェイトの合計となっている。上段が

調査員調査、下段が IM 調査の事後層化ウェイトの分布だが、モード間で分布が異なることが分

かる。そこで、両モードの事後層化ウェイトを平均した値（図 3.2.7）と事後層の母集団分布を

ベンチマークとし、調整後のウェイト分布がこれらに一致するよう基礎ウェイトのキャリブレー

ションを行う。平成 29 年度以降の 3 年度の調査についても、全国試験調査に基づく 34 の選択変

数 CART グループを用いてキャリブレーションを行う。 
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図 3.2.6 モード別・選択変数 CART グループ別の事後層化ウェイトの分布（全国試験調査） 

（出典）インテージ・住環境計画研究所「平成 29 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（平成 30 年度調査分の

準備等）報告書」平成 30 年 3 月 

 

 

 

図 3.2.7 ベンチマーク（両モードの事後層化ウェイトを平均した値）の分布（全国試験調査） 

（出典）インテージ・住環境計画研究所「平成 29 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（平成 30 年度調査分の

準備等）報告書」平成 30 年 3 月 
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3.2.5 検討結果 

全国試験調査、平成 29 年度調査、平成 30 年度調査、平成 31（令和元）年度調査（速報値）の

4 回について、代替手法（方法㉓）による最終的なウェイトをもとに算出した CO2排出量の推定

値と、公表値に適用している方法⑲による結果の比較を行った。 

全国試験調査の場合、代替手法によるモード間の CO2排出量の推定値の乖離は、4 種合計（電

気、都市ガス、LP ガス、灯油の合計）では 0.0890 t-CO2/世帯･年に縮小しており、公表値と比較

すると 4 分の 1 程度になっている。（表 3.2.3） 

 

表 3.2.3 CO2排出量の推定値（全国試験調査） 

単位：t-CO2/世帯・年 

 

 

 

表 3.2.4 CO2排出量の推定値の標準誤差（全国試験調査） 

単位：t-CO2/世帯・年 

 

 

表 3.2.5 CO2排出量の推定値の標準誤差率（全国試験調査） 

 

 

▲ 

0.0890 の乖離 

(IM が▲2.5%) 

 

▲ 

0.3506 の乖離 

(IM が▲9.6%) 
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 平成 29 年度調査、平成 30 年度調査、平成 31（令和元）年度調査（速報値）についても、乖離

の縮小が認められる。一方で、乖離の縮小度合は全国試験調査に比べると小さくなっている。（表 

3.2.6、表 3.2.9、表 3.2.12） 

いずれの調査においても、公表値（方法⑲による統合結果）と代替手法による統合結果との間

に大きな違いは認められない。例えば１：１比率での統合結果を４種合計について比較すれば、

平成 29 年度調査は 3.1983 と 3.2002、平成 30 年度調査は 2.8990 と 2.9099、平成 31 （令和元）

年度調査は 2.8009 と 2.8063 となっている。 

 

表 3.2.6 CO2排出量の推定値（H29 調査） 

単位：t-CO2/世帯・年 

 

 

 

表 3.2.7 CO2排出量の推定値の標準誤差（H29 調査） 

単位：t-CO2/世帯・年 

 

 

表 3.2.8 CO2排出量の推定値の標準誤差率（H29 調査） 

 

  

▲ 

0.1903 の乖離 

(IM が▲5.8%) 

 

▲ 

0.3675 の乖離 

(IM が▲10.9%) 
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表 3.2.9 CO2排出量の推定値（H30 調査） 

単位：t-CO2/世帯・年 

 

 

 

表 3.2.10 CO2排出量の推定値の標準誤差（H30 調査） 

単位：t-CO2/世帯・年 

 

 

表 3.2.11 CO2排出量の推定値の標準誤差率（H30 調査） 

 

 

  

▲ 

0.2348 の乖離 

(IM が▲7.8%) 

 

▲ 

0.3978 の乖離 

(IM が▲12.8%) 
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表 3.2.12 CO2排出量の推定値（H31/R1 調査（速報値）） 

単位：t-CO2/世帯・年 

 

 

 

表 3.2.13 CO2排出量の推定値の標準誤差（H31/R1 調査（速報値）） 

単位：t-CO2/世帯・年 

 

 

表 3.2.14 CO2排出量の推定値の標準誤差率（H31/R1 調査（速報値）） 

 

 

 

  

▲ 

0.2436 の乖離 

(IM が▲8.3%) 

 

▲ 

0.3729 の乖離 

(IM が▲12.5%) 
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3.2.6 まとめと今後の課題 

 平成 29 年度業務において実施した全国試験調査にもとづく様々な統合集計方法の中で最も有

力と評価された手法を平成 29 年度、30 年度、31（令和元）年度（速報値）の調査票情報に適用

した結果、いずれの調査においても、公表値（方法⑲による統合結果）と代替手法による統合結

果との間に大きな違いは認められないため、現時点では、統合集計方法を早急に変更する必要性

は認められない。 

調査モード間の世帯当たり年間 CO2排出量の推定値の乖離率を比較し、代替手法によってすべ

ての調査において乖離率が縮小することを確認した。ただし、縮小の度合いは平成 29 年度以降の

調査では、全国試験調査に比べ、小さくなっている。この原因を探るとともに、今後も調査モー

ド間の差を注視していく必要がある。 

 

 

表 3.2.15 世帯当たり年間 CO2排出量の調査モード間の乖離率 
 

従来方式 
代替方式 

（選択変数 CART グループによる調整） 
乖離率の比 

全国試験調査 ▲9.6％ ▲2.5％ 0.26 

H29 調査 ▲10.9％ ▲5.8％ 0.53 

H30 調査 ▲12.8％ ▲7.8％ 0.61 

H31/R1 調査（速報値） ▲12.5％ ▲8.3％ 0.66 

（注）乖離率は、（IM 調査－調査員調査）／調査員調査 
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(1) エネルギー使用量調査票（4 月分） 
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統計法に基づく国の
統計調査です。調査
票情報の秘密の保護
に万全を期します。

一般統計調査

環境省

秘
 

 

 

家庭部門の CO2排出実態統計調査 

エネルギー使用量調査票 

＜4月分＞ 
 

Ⅰ．4 月末時点の世帯の状況についてお伺いします。 
 

問 1 4 月末時点で、あなたのお宅に居住している方（あなた自身を含める）は何人ですか。 

※単身赴任や下宿等で、ふだんお宅に同居していない方は除きます。 

 

【数値を記入】 

人  

 

問 2 問 1 でお答えの居住者について、世帯主からみた続柄、年齢、就業状態をお答えください。 

※1 人目は世帯主についてお答えください（世帯主が同居していない場合を除く）。 

※続柄については世帯主からみての続柄をお答えください。 

※続柄の「親」「祖父母」「他の親族」は、それぞれ配偶者の「親」「祖父母」「他の親族」を含みます。 

※在宅勤務とは、自宅を就業場所として働く勤務形態のことをいいます。自宅以外の場所での就業は除きます。 

※学生・生徒がアルバイトをしている場合の就業状態は「就業者でない」とお答えください。 

※二世帯住宅の場合は、電気の契約者を世帯主としてお答えください。 

※横１列内に、続柄→年齢→就業状態の順でひとりずつお答えください。 

 世帯主からみた続柄 

【一つに○】 

年齢 

【一つに○】 

就業状態 

【一つに○】 

 世
帯
主 

世
帯
主
の
配
偶
者 

子
・
子
の
配
偶
者 

親 祖
父
母 

孫 そ
の
他 

0 

～ 

9 

歳 

10

～

19

歳 

20

～

29

歳 

30

～

39

歳 

40

～

49

歳 

50

～

59

歳 

60

～

64

歳 

65

～

74

歳 

75

歳

以

上 

  

就
業
者
で
な
い 

例 
1人目 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

2人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

1人目 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

2人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

3人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

4人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

5人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

6人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

7人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

8人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

9人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

10人目  2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 

 

    ―   

 

４月 

問
４
へ
お
進
み
く
だ
さ
い 

 

就
業
者 

(

在
宅
勤
務
な
し) 

就
業
者 

(

在
宅
勤
務
あ
り) 
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問 3 問 2 でお答えの世帯主について、4 月末時点での平均的な在宅勤務日数と在宅勤務時間をお答えく

ださい。 

※在宅勤務とは、自宅を就業場所として働く勤務形態のことをいいます。自宅以外の場所での就業は除きます。 
 

平均的な在宅勤務日数 

【数値を記入】 
1 週間のうち 日 

 

1 日の平均的な在宅勤務時間 

【一つに○】 

1 4 時間未満 2 4 時間～6 時間未満 

3 6 時間～8 時間未満 4 8 時間～10 時間未満 

5 10 時間以上  

 

問 4 お宅では、ふだん平日の昼間に在宅者がいますか。 

※就業者がいる世帯の場合、世帯で主に家計を支える方の就労日を「平日」とお考えください。就業者がいない世帯

の場合、土・日・祝祭日等を除く日を「平日」とお考えください。 

【一つに○】 

1 ほぼ毎日いる 2 週 3～4 日いる 

3 週 1～2 日いる 4 ほとんどいない 

 

 

Ⅱ．4 月末時点のお住まいの状況についてお伺いします。 

 

問 5 お住まいの建て方をお答えください。 

※隣世帯と壁を共有して建てられた長屋建、テラスハウスは集合住宅とお答えください。 

【一つに○】 

1 戸建住宅 2 集合住宅（マンション、アパート、長屋、テラスハウス） 

 

問 6 お住まいの建築時期をお答えください。 

【一つに○】 

1 1970（昭和 45）年以前 2 1971～1980（昭和 46～55）年 

3 1981～1990（昭和 56～平成 2）年 4 1991～1995（平成 3～7）年 

5 1996～2000（平成 8～12）年 6 2001～2005（平成 13～17）年 

7 2006～2010（平成 18～22）年 8 2011～2015（平成 23～27）年 

9 2016（平成 28）年以降 10 わからない 

 

問 7 お住まいの所有関係をお答えください。 

【一つに○】 

1 持ち家・分譲（住宅、マンション） 

2 民営の賃貸住宅 

3 公営（都道府県・市区町村営）、公社または都市再生機構（UR）の賃貸住宅 

4 給与住宅（社宅、公務員住宅など） 
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問 8 お住まいの延床面積をお答えください。 

※延床面積とは、建物の各階の床面積の合計です。敷地面積、建築面積ではありません。 

※アパート・マンションなどの集合住宅の場合は、専有部の床面積をお答えください。 

※延床面積の単位は㎡（平方メートル）、あるいは坪数でお答えください。 

 

【数値を記入】 

㎡ あるいは 坪 

   ※1 坪は約 3.3 ㎡です。 

 

問 9 お住まいの居室数をお答えください。 

※食事室兼台所（ダイニング・キッチン）、居室兼食事室兼台所（リビング・ダイニング・キッチン）は居室に含めま

す。同居世帯がある世帯では、同居世帯が使用している室も含めます。（例：3LDK⇒居室数 4 室、2DK⇒居室数 3

室） 

※食事室のない台所（キッチン）は居室に含めません。（例：1K⇒居室数 1 室） 

 

【数値を記入】 

室 

 

問 10 お住まいには、二重サッシまたは複層ガラスの窓はありますか。 

【一つに○】 

1 すべての窓にある 2 一部の窓にある 

3 ない 4 わからない 

 

 

Ⅲ．機器・設備についてお伺いします。 

 

問 11 お宅での家庭用エネルギー管理システム（HEMS：ホームエネルギーマネジメントシステム）の

導入状況についてお答えください。 

※HEMS とは、エネルギー使用状況を専用の画面やパソコン、スマートフォンなどに表示することなどにより、家庭

における省エネルギーを支援するシステムのことを言います。家電機器などの最適運転を行う機能をもつものもあ

ります。 

【一つに○】 

1 導入している 2 導入していない 3 わからない 

 

問 12 お宅での家庭用蓄電システムの使用状況についてお答えください。 

※家庭用蓄電システムとは、電力会社から購入する電気や太陽電池等で発電された電気を充電して、必要な時に家庭

内の電気機器に電気を供給するシステムです。V2H（自動車に蓄えた電気を家庭内に供給して使うシステム）を含

みます。 

※アパート・マンションなどの集合住宅の場合、共用部などに設置されているものは含みません。 

【一つに○】 

1 使用している 2 使用していない 3 わからない 

 

2階の床面積

1階の床面積

延床面積
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問 13 お宅では、家庭用燃料電池（エネファーム）、ガスエンジン発電・給湯器（エコウィル）、ガスエ

ンジン発電・暖房器（コレモ）を使用していますか。 

 

【一つに○】 

1 家庭用燃料電池（エネファーム） 2  ガスエンジン発電・給湯器（エコウィル） 

3 ガスエンジン発電・暖房器（コレモ） 4 いずれも使用していない 

 
 
 

   問 13-2 問 13 でお答えの設備について、余った電気を売却（売電）する契約をしていますか。 

   ※太陽光発電による売電とは異なります。 

【一つに○】 

1 している 2 していない 

 

 

 

Ⅳ．エネルギーの使用状況についてお伺いします。 
 

問 14 4 月分の電気の使用状況をお答えください。 

※実際の使用期間に関わらず、「4 月分」と記載されている検針票をもとにお答えください。 

 

 電気使用量 
【数値を記入】 

電気料金(注1) 
【数値を記入】 

検針日 
【数値を記入】 

使用期間 
【数値を記入】 

    
  月 日から 

電気 
 

kWh 
 

 

 円 
月 日   月 日まで 

(注 1) 電気料金と一緒にガス料金や太陽光発電設備のリース料金等が請求されている場合は、それらを電気料金に含めないでください。 

 

問 14-2 お宅が契約している電力会社をお答えください。 

                                             【一つに○】 

1 北海道電力 

2 東北電力 

3 東京電力エナジーパートナー 

4 北陸電力 

5 中部電力 

6 関西電力 

7 中国電力 

8 四国電力 

9 九州電力 

10 沖縄電力 

11 その他 

（会社名：                  ） 

 

※電気の検針票が複数ある場合は、太陽光発電の売電契約

の検針票を除き、合計値を記入して下さい。 

千 百 十 一 千万 百 十 一

問 14 へお進みください 
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問 15 4 月の太陽光発電の使用の有無をお答えください。使用が有る場合は発電・売却（売電）の電力 

量、受領金額、太陽電池の総容量をお答えください。 

※集合住宅の共用部に電力を供給するものを除きます。 

 

 使用 
【一つに
○】  

 電力量 
【数値を記入】 

受領金額 
【数値を記入】 

太陽光発電 
1 有  発電 (注1) 

 kWh 
  

2 無  売却（売電）(注2) 
 kWh  円 

        

        

       

   太陽電池の総容量 (注)  
kW 

  

 

 

 

問 16 4 月時点のガスの契約の有無をお答えください。契約している場合は 4 月分の使用量、ガス料金、

検針日、使用期間とガスの種類、ガス会社の名称をお答えください。 

※実際の使用期間に関わらず、「4 月分」と記載されている検針票をもとにお答えください。 

 

 契約 
【一つに○】  

ガス使用量 (注1) 

【数値を記入】 

ガス料金 (注2) 

【数値を記入】 

検針日 

【数値を記入】 

ガス 

1 有   
㎥ 

 
円 

月 日 

2 無  
使用期間 

【数値を記入】 

   月 日 ～ 月 日 

 

 

 

 

【一つに○】 

ガスの種類 1 都市ガス 2 LP（プロパン）ガス 

 

【名称を記入】 

ガス会社名 (注)  

(注) 例）○○ガス、△△市ガス局 

 

(注) 太陽電池の総容量は、小数点第 2 位で四捨五入し、小数点第 1 位ま

で記入してください。 

(注 1) 表示モニタなどをもとにお答えください。 

売却（売電）と期間が整合しなくても構いません。 

(注 2)「4 月分」の検針票をもとにお答えください。 

問 16 へお進みください 

(注 1) LP ガスの使用量は、小数点第 1 位までお答えください（整数で記載されている場合を除

く）。 

(注 2) ガス料金と一緒に電気料金や他の燃料代（灯油等）、警報器リース料金等が請求されている

場合は、それらをガス料金に含めないでください。 

【数値を記入】 

●

十 一

●

百 十 一 千万 百 十 一

千 百 十 一

千 百 十 一 千万 百 十 一

問 17 へお進みください 
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問 17 あなたの世帯の 4 月中の灯油、ガソリン、軽油の購入の有無をお答えください。購入が有る場合

は、それぞれ購入量と支払金額をお答えください。 

※主に事業用に使用するものを除きます。ただし、通勤は含めてください。 

※レンタカーなど、一時的に利用した車両のための購入を除きます。 

※4 月中に複数回購入した場合は、合計値を記入してください。 

※世帯全体についてお答えください。 

 

 購入 

【一つに○】 

 購入量 

【数値を記入】 

支払金額 

【数値を記入】 

 有 無    

 

灯油 

 

1 2  
 

ﾘｯﾄﾙ 

 

 

円 

 

ガソリン 

 

1 2   

ﾘｯﾄﾙ 

  

円 

 

軽油 

 

1 2   

ﾘｯﾄﾙ 

  

円 

 

 

Ⅴ．その他 
 

問 18 4 月中に、旅行等で 5 日間以上、居住者全員が不在になることがありましたか。 

【一つに○】 

1 あった 2 なかった 

 
 
問 19 お宅では以下の状況に該当する方（あなた自身を含める）はいますか。 

※該当する方が一人でもいる場合「いる」と回答してください。 

 
【それぞれ一つに○】 

 いる いない 

光熱費を節約するため、省エネを心がけている方 1 2 

地球温暖化対策のため、省エネを心がけている方 1 2 

他の世帯が省エネ行動をしているため、省エネを心がけている方 1 2 

上記以外の理由で省エネを心がけている方 1 2 

明確な理由はないが、省エネを心がけている方 1 2 

※ここでいう省エネとは、日常の生活の中で電気やガスなどのエネルギーを無駄にしないようにすることをいいます。 

 
 

ご協力いただき、誠にありがとうございました。 

●

百 十 一

●

百 十 一

●

百 十 一

千万 百 十 一

千万 百 十 一

千万 百 十 一

有の場合 
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(2) エネルギー使用量調査票 例月票 
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(3) 夏季調査票 ＜8 月末時点＞ 
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60 
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(4) 冬季調査票 ＜2 月末時点＞ 
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71 
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回答の手引き 
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家庭 CO2統計における統合集計方法の検証結果報告書 

土屋隆裕（横浜市立大学データサイエンス学部） 
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